
１．はじめに

１．１ 学習指導要領における「情報モラル」の位置づけ

学習指導要領解説における「情報モラル」は、小・

中・高等学校ともに、「情報社会で適正な活動を行うた

めの基になる考え方と態度」と定義されている。

まずは、小学校で平成23年度（中学校では平成24年

度）から実施される学習指導要領およびその「総則」

中の記述を確認しておきたい。

・「児童がコンピュータや情報通信ネットワークな

どの情報手段に慣れ親しみ、コンピュータで文字

を入力するなどの基本的な操作や情報モラルを身

に付け、適切に活用できるようにする」（小学校

学習指導要領の一部抜粋）

・「生徒が情報モラルを身に付け、コンピュータや

情報通信ネットワークなどの情報手段を適切かつ

主体的、積極的に活用できるようにする」（中学

校・高校学習指導要領の一部抜粋）

小学校段階では、ICTに慣れ親しみ、情報モラルを育

んでいくといった記述に対して、中・高の段階では、

情報モラルを身に付けた上で「主体的・積極的」にICT

を活用するといった記述となり、より実践的且つ実際

の活用を見越した指導を想定していることが分かる。

なお、小・中学校の「道徳」においては、指導の際

の配慮すべき点として「発達の段階や特性等を考慮し、

道徳の内容との関連を踏まえ、情報モラルに関する指

導に留意すること」との記述があり、従来の道徳にお

ける指導内容に「ネットいじめ」や「学校裏サイト」

などの事例を扱うことを想定していると考えられる。

また、学習指導要領解説（総則）においては、小・

中・高校共通で、情報モラル教育の目的として主に次

の３つを掲げている。

①他者への影響を考え、人権、知的財産権など自他の

権利を尊重し情報社会での行動に責任をもつこと

②危険回避など情報を正しく安全に利用できること

③コンピュータなどの情報機器の使用による健康と

のかかわりを理解すること

これらの目的については、本来の「モラル（＝道徳）」

という意味を拡大解釈し、法律、権利、規範意識に関

することから、諸外国でいう情報安全教育（＝e-safety
 

education）や健康問題に至るまでの目的が盛り込まれ

ている。つまり、「情報モラル教育」は、ネット利用の

道徳的な心得を学ぶだけではなく、情報の科学的な理

解や情報化社会へ参画する態度、ネット上での影響・

責任・権利等の理解、法的な面、ネットの危険性やト

ラブル対処の方法までを学ぶ非常に広義の意味を含ん

でいるといえる。

１．２ 学校教育現場の状況

一方の学校教育現場においては、情報モラル指導の

ための授業研究やカリキュラム構築といった動きは現

状でほとんどみられない。

小学校教員の間では、子どもへのケータイ不要論が

根強く、そもそも保護者が買い与えることに対しての

問題点を指摘する声が多い。また、中学校では、ケー

タイを巡るトラブルが後を絶たず、教育現場を混乱さ
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せる「諸悪の根源」として、ケータイがますます敵視

されている。小・中学校ともに、ケータイの存在その

ものについても否定的であり、「ケータイさえなければ

生じない問題も多い」とされている節もある。

「校内でのケータイ利用禁止・校内持ち込み禁止」

の原則を掲げる学校がほとんどで、家庭の事情等で持

ち込む場合は、登校時に職員室で預かり下校時に返却

するといった体制をとっている場合もある。

制度的には、2009年６月、石川県条例として、「保護

者は、小学～中学、特別支援学校の生徒が、防災や防

犯、の他特別な目的を除き、携帯電話端末等を持たせ

ないよう努めるものとする」とし、原則、小・中学生

に携帯電話を所持させないことを保護者の努力義務と

して定めた。この条例は、「行政側が個人のケータイ所

有に制限を加えることはおかしい」との物議を呼んだ

が、学校関係者や保護者の心情としては、「条例として

の後ろ盾があるのは有り難い」という声も聞かれ、支

持されているという。

つまり、学習指導要領では指導すべき内容として「情

報モラル」が掲げられたが、一方で学校側はケータイ

に関しては、校則として持ち込み禁止、極力所持しな

い、利用させないといった方向性を打ち出している。

現実的な学校の対応としては、保護者にその必要性の

是非を問い、極力所持させないような通知をおこなっ

ている場合が多く、学校でのケータイ利用が発覚する

と没収となるのが一般的である。

保護者にとっては、家庭事情や安全面への対応とし

て児童生徒に所持させている場合と、「子どもにせがま

れた」からもしくは仲間はずれとならない配慮として

買い与えている場合があり、事情は様々である。

このように、学校・保護者・児童生徒は、ケータイ

の問題に関して、微妙な関係性や事情の上に成立して

おり、できれば「事を荒立てず」に避けて通りたい問

題といえる。

こういった状況の下では、「情報モラル」の指導を具

体化すること、つまり「ケータイやインターネットの

適切な利用を促す授業実践をおこなうこと」との矛盾

点や軋轢が生じることとなる。ケータイを極力排除し

ようとする学校側の対応に対して、授業では「正しく

適切に利用しましょう」といった指導との一貫性が保

てないことは容易に理解できることである。

１．３ 当調査研究へ向けての経緯

このような状況の中で、高校生のケータイ所持に関

しては、保護者や学校側も寛容的な面がある。

高校では部活動の連絡網にケータイ電話番号やメー

ルアドレスが記載されるなど、実質のケータイ持ち込

みや校内での利用が黙認されている。石川県条例でも、

ケータイ所持の規制対象として高校生は外れている。

ケータイ所持の適正年齢のような明確な指針や根拠

はないが、高校入学を経て、日本国内の高校生のケー

タイ所持率はほぼ100%となる調査結果が、文部科学省

をはじめ各地から出されている。

よって、「100%の所持率の高校生を規制対象にして

も仕方が無い」「高校生になれば善悪の判断がつき、責

任がとれる年齢に近づく」というのが、高校生のケー

タイ所持に対する寛容さの主たる理由であろう。

さて、小・中学校での「情報モラルの授業実践」の

設計に視点を移すが、小・中学校段階での情報モラル

授業の設計をややこしくしているのが、ケータイの所

持者と非所持者に分かれるといった点である。高校入

学時にほぼ100%に達するケータイ所持を見越した指

導を実施する必要性つまり「全生徒が近い将来にケー

タイを所持する」という前提での取り組みを推進して

いく必要があるのだが、目前の児童生徒への「対処的

療法」として考えがちな教育現場では、所持していな

い児童生徒もいる中での一貫した授業設計がしづらい

という。実際の指導にあたっては、教師側の心情的な

面も強調され、やはり「ケータイ不要論」、「ケータイ

悪玉説」、「寝た子を起こす議論」等々も再熱する。

よって、まずは、「ケータイ所持率100%に達した生

徒らの実態」を把握し、その結果を踏まえて、高校入

学に至る前の段階での情報モラルの指導内容・方法を

検討するべきであると考え、本調査・研究に着手した。

２．本研究の目的

本論は２つの目的を有している。１つ目は、県内高

校（３校）にて実施した「ケータイ・インターネット

利用の実態調査」の結果を検討し、ほぼ全員がケータ

イを所有している高校生の利用状況・実態を把握する

ことである。

なお、アンケート項目には、ケータイ利用の実態調

査に加えて、「ネット上での出会い」や個人情報に関す

る意識調査の項目も盛り込むことにした。

２つ目の目的は、その実態調査結果を踏まえて、高

校入学時までにどういった情報モラル教育が必要なの

かを検討し、効果的な指導のための情報モラル授業実

践モデルの設計条件を提案することである。

３．調査の方法・手順

ア調査時期 2009年10月～2010年１月

イ調査規模 和歌山県内の県立高校３校（１～２学年

の各校約500名）

ウ調査方法

・高校生のケータイ利用の実態把握・意識調査をおこ

なうためのアンケートを独自に作成した。（資料１）

・アンケート実施協力高校に依頼し、各校のホーム

ルーム時にアンケート用紙を生徒に配布。担任の指

導のもとに生徒らは回答用紙に記入し、担任が回収

した。

エアンケート実施項目

①ケータイ所有率と所有の時期

②フィルタリング（アクセス制限）設定の有無

③ケータイ利用方法の習得
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④コミュニケーションの相手

⑤「出会い系サイト」等の利用

⑥「個人情報保護」に関する意識

⑦情報モラル授業への要望

⑧ネットトラブルの相談相手

４． 結果

県内高校の３校に協力を得たが、以下の報告では最

もサンプル数が多かったＡ校を中心に結果を記述す

る。３校とも傾向はほぼ同じであったが、A校とB・C

校との比較で特徴があった場合には、その都度言及す

ることとする。特に記載が無い限り、以下の図はすべ

てA校のものである。また、図中の項目の文言は、表示

の都合上実際のアンケート項目を簡略化している。

ニュアンスを正確につかむためにも実際の設問の確認

も、末尾の資料でおこなっていただきたい。

４．１ ケータイの所有率と所有の時期

調査した３校いずれも、やはり高校１年次にほぼ

100％のケータイ所有率となった。但し、都市部に位置

する高校と郊外・田園部に位置する学校では、所有率

が向上する時期に違いがみられた。都市部では、中学

校入学段階に１つ大きな所有率向上の山があり、学年

があがるにつれて徐々に100％に向かう状況が読み取

れる。一方、都市部以外の高校では、顕著な所有率向

上の山がなく、一気に高校入学時に所有率が跳ね上

がった。いずれにせよ、「高校生になれば、ほぼ100%

の所有率に達しているだろう」といった実感は、調査

の結果からも明らかになった。

４．２ フィルタリングの設定

図１は所有しているケータイへの「フィルタリング

設置」の有無についての設問であるが、「している」と

回答したのはわずかに62人（10.7%）に過ぎないが、

「分からない・意味不明」との回答数も200人にのぼる

ことから、実質はもっと増えると考えられる。アンケー

ト実施後に、「フィルタリング」という用語よりも「ア

クセス制限サービス」のほうが、高校生の間では一般

的な用語であるといったことが判明したため、「フィル

タリング」という用語の意味を理解できなかった可能

性も高い。なお、B、C校でも同様の結果であり、フィ

ルタリング設定率は15%程度であった。

平成21年４月１日から「18歳未満にはフィルタリン

グ設定を義務化する」という新しい法律が施行された。

当調査の時期はそれ以後８カ月ほど経過した時期で

あったが、まだその効果は表れていないといえる。そ

れ以前の購入者にはフィルタリングの義務化は適応さ

れず、全体として浸透しているとは言えない。また、

フィルタリング設定義務化後に購入した場合でも、

フィルタリング設定がされないケースが多く、生徒側

から保護者に「友人のプロフやブログが見えなくなる、

着信メロディがダウンロードできないから設定しない

で欲しい」と要求している場合が多いという。なお、

B校の結果からは、２年生よりも１年生のほうがフィ

ルタリング設定率が低いという結果も出ており、やは

り「フィルタリング義務化」の徹底はなされていない

ことが伺える。

ただ、無用なトラブルを避けるためにも、アクセス

制限サービスは必要な機能であり、保護者の認識を高

めなければならないことは確かであろう。その意味で

も、この設定率がその後、どういうふうに推移してい

くのかについては、継続的な調査が必要であると考え

られる。

４．３ 利用方法の習得

図２は、ケータイの使い方を「主に誰から」教えて

もらったかについての設問であり、予想通りに「独学」

もしくは「友人・兄弟姉妹」で学んでいるという回答

が圧倒的多数を占めた。

保護者や教員をはじめとした「大人」が子どもにケー

タイの使い方を教えていないということは分かってい

たが、統計的にも明らかになった。なお、B、C校でも

全く同様の結果であった。

４．４ コミュニケーションの相手

「メールをやりとりする相手」を複数回答した結果

が図３である。ここの設問では、日常的なコミュニケー

ションの相手を知ることを目的にしており、「主に誰と

やりとりするか」という記述を加えている。

図１ フィルタリングの設定をしているか

図２ ケータイの使い方を学ぶ相手
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結果は、「同じ学校および違う学校の友人」が圧倒的

に多く、次に大きな差をつけて「家族」が並ぶ。更に

「ネットで知り合った人」「祖父母・親類」と続くが、

この順序は、B、C校でも全く同じであった。

ここで注目するのは、やはり「ネットで知り合った

人」と日常的なコミュニケーションをとっている生徒

が10%程度いるということである。（ただ、大都市から

遠いC校は、ネットで知り合った人の割合は５％程度

であった。）

この10%という数の大小を他の調査と比較すると

「同程度かまたは低い」となるが、「ネットで見知らぬ

人と日常的にやりとしている」生徒が60人を超えてい

るといったことは、その中にリスクの高い出会いもあ

る可能性が大きくなるということであり、比較的低い

結果とはいえ見過ごせない数値である。

４．５ 「出会い系サイト」の利用に関する意識

当設問は、「ある女性が、暇つぶしに出会い系サイト

に登録。ネットで知り合った人と会うために待ち合わ

せ場所に来たところ、不審者が狙っている」といった

場面を描いた４コマ漫画を読み、どういった考えを

持ったかを選択肢から選ぶものである。

結果は、回答者の70%以上が「アクセスしない」「絶

対に会わない」と全面否定の回答である。しかし、「相

手をもっと調べる」「周りに相談してから」「興味はあ

る」といった肯定的な回答が23%あり、今後なんらか

のきっかけ次第でネット上での出会いや実際に会うと

いう可能性があると考えられる。

最も懸念するのは、27人（５%）が実際に会ったこ

とがあるという結果である。当アンケートからは、被

害やトラブルについての記入項目がないために、「実際

に会うことによるリスク」があったのかどうかを把握

することはできなかった。ただ、“本当にネットで知り

合って会うことができるのか”といった、一種のゲー

ムを楽しむといった感覚もあり、危険性は承知した上

でおこなっている面もあることは確かである。

なお、この実際に会ったことがある割合はB、C校で

もほぼ５%となっており、全体的な数は少ないながら

も地域性問わず、「ネットでの出会い」を「現実の出会

い」に発展させる生徒が少なからずいるといったこと

が分かった。

４．６ 個人情報に関する意識

当設問は、「個人情報が他人に悪用されることによっ

て被害が生じた」という４コマ漫画を読み、どういっ

た考えを持ったかを問うている。ケータイやインター

ネットを利用する上で、自分の個人情報を守る意識は

必要であるが、それ以上に他人の個人情報を悪用する

といった意識があってはいけない。そういった意味も

込めて選択肢を設定している。

ネット上では、個人情報は絶対に書かないといった

「ネット利用慎重派」が最も多く、「ちゃんと信頼でき

るか確認」するといった回答も次いで多い。また、何

かに悪用される可能性もあるので「書かない方がいい」

と考える生徒や「周りに相談」してから書くといった

回答がそれに次いでいる。直接的なリスクの及ぶ「個

人情報の流出」については、慎重な姿勢が伺える。

ところが、約7.5％の生徒が、「ネット上に登録をす

る際には、うその情報を書いておけばいい」といった

認識を持っていることが明らかになった。少ない率と

はいえ、この程度の「なりすまし」の予備軍はどこの

学校にも一定数はいるといえるだろう。

４．７ 情報モラル授業への要望

「学校で特にして欲しい（受けたい）授業を１つだ

け選ぶ」といった設問では、そういった「対策授業は

いらない」といった回答が最も多かった。２位以下で

は、ケータイを「便利に・生活に役立てるための授業」

図３ 主にケータイでメールをやりとりする相手

図４ 「出会い系サイト」に関する意識調査

図５ ネットでの「個人情報」に関する意識調査
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や「学習に生かすための授業」が入り、これは、調査

した３校ともやはり共通である。

このあと４・５・６位に「ネット上の詐欺、なりす

まし被害対策」「著作権・肖像権の侵害への対策」「裏

サイト・ネットいじめ対策」と続く。つまり、学校教

育で指導したいと考えている「ネットの危険性の周知」

に関するニーズが著しく低いことが伺える。

高機能なケータイをもっと便利に有効的に活用する

方法や学習に生かすような内容であれば学校で学びた

いという意思は強いが、大人が懸念し、生徒たちに言

い聞かせたいような内容に関してはあまり望まれてお

らず、教師・保護者の考える指導内容と生徒たちの臨

む内容に大きな乖離を見出すことができた。

危険性周知や管理・統制・制限等の意味合いでの指

導は、生徒らのニーズを満たさないということなる。

４．８ ネットトラブルを誰に相談するのか

「ケータイの使い方」は友人に聞くもしくは独学と

いう結果が多かったが、自ずとトラブルに陥った時の

相談相手もこれに準じることが予想でき、そして結果

的にもそうなった。「困った時に助けてもらうのは、教

えてもらった相手」というのは、ケータイに限ったこ

とではないからである。

この結果の問題点は、「誰にも相談しない」という率

が高いということだ。これは「泣き寝入り」してしまっ

ているのか、「トラブルに陥っても自分で解決できる能

力を備えている」のかまでは分からない。いずれにせ

よ、信頼して相談できる大人が周りに不在というのは

確かである。加えて、目の前にいる教員よりもネット

上の友人のほうがネットトラブルの相談相手として、

若干率が高い。絶対数が少ないために確実な統計差で

はないが、この現状は憂慮すべき点ではないだろうか。

問題が大きくなってどうしようもない時期になって

から相談に来ることはあるが、できればケータイに関

する話題は、大人（特に教員）とはしたくないという

心情が強いことが伺える。

５．調査結果のまとめ・考察

まず、ケータイの所有率については、都市部の高校

が、中学校時代の所有率上昇で若干リードするものの、

結果的には高校入学時に３校ともほぼ100%のケータ

イ所有となった。よって、義務教育を終えるまでに、

「全員が近い将来に所有する」という前提で、情報モ

ラル教育を系統的に実施する必然性があるのは明らか

であると考えられる。

次に、アクセス制限設定（フィルタリング）に関し

ては、当調査が「義務化の法施行後」数カ月を経た時

点であったことから、まだその影響力は小さかった。

不要なネット上のトラブルを避けるためにも、フィル

タリング設定は必要であると考えられるが、これが徹

底できるのは保護者しかなく、その重要性を訴えるこ

とができるのは学校しかない。

「ケータイの使用方法の習得」および「ネットトラ

ブルの相談相手」については、回答の傾向が類似して

おり、「友人・独学」が上位となる。しかし、ネットト

ラブルの相談相手に教師を選んだ回答が３校を通して

最下位という結果は重く受け止める必要がある。生徒

側が「学校の先生に相談しても仕方が無い」という一

種の諦めムードがあるのかもしれないが、学校側に

とっても、生徒間の問題を把握しきれていないため、

情報モラル教育に本気に乗り出せないでいる可能性も

ある。

なお、以前に当附属教育実践総合センターのプロ

ジェクトにて実施した「情報モラル授業」の効果につ

いて事後に聞き取った結果によると「生徒側から、ネッ

トのトラブルについて、色々と質問されたり相談され

るようになった」という回答を得たことがある。

つまり、現状のケータイの取り扱いを巡る、教師と

生徒間の「対立構造」は、情報モラル授業の実施によっ

て多少なりとも緩和される方向に向かう可能性が高い

のである。但し、「（情報モラルに関する）どういった

授業を受けたいか」といった設問には、「対策授業はい

らない（うけたくない）」との回答が最も多く、教師と

生徒の間に生じている溝はかなり深い。

やはり、学校側の「ケータイ締め出し」の雰囲気を

解消しない限り、「ネットトラブルの相談相手」として

学校の教員が対象となる割合は増えず、情報モラルに

関する授業を素直に受けとめられない可能性も高い。

まずは、こういった一連の教師と生徒とのケータイ利

用に関する対立構造や軋轢を取り除くことが、ケータ

図６ 学校で「特にして欲しい（受けたい）授業」

図７ ネットトラブルの相談相手
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イに関する諸課題を解決するために必要な条件である

と考えられるが、当調査においては具体的な解決策を

見出すところまでは至っていない。

次に、ケータイによる交流相手に、「素性の知れない

ネット上の友人」がいたり、実際にネット上の交流相

手と対面している生徒も少なからずいるということを

念頭に置く必要がある。率的には５～10％と低いもの

の、ネットでの出会いは現状でもリスクが高く、やは

り大事件へ発展する可能性も高いことは否めない。

小・中学生でも、そういったリスクは多少なりとも認

識しているとはいえ、人生経験の不足や純粋さから「信

じ込む」場合や、自分だけは大丈夫といった根拠のな

い自信を持っている場合、そして思春期特有の精神不

安定な状況にある場合など、冷静な判断ができないこ

とが多々ある。ここは、周りの大人や友人らが常にケ

アしておく必要があると考えられるが、個人のネット

上での交流相手や行動実態まで把握するのは困難であ

り、やはりそれぞれの認識を深め、自覚を促し、注意

力を向上させておくほかに対策はないと考えられる。

６．モデル実践の設計に向けた諸条件の検討・提案

これまでの実態調査の結果を踏まえ、「15歳・100%

ケータイ所有」に至るまでの段階で、効果的な情報モ

ラル授業の設計・計画の諸条件について検討してみた

い。

６．１ 「感覚を麻痺させない」ための早期の対応を

当附属教育実践総合センターの「情報教育プロジェ

クト」および「教育の情報化に関する授業研究プロジェ

クト」では、「情報モラル指導に関する出前授業」を実

施してきた経緯がある。このモデル授業の１つに、仮

想の学校裏サイトを参照し、問題点を指摘するといっ

た授業場面がある。小学校では、「こんなことをネット

上に書き込みするなんて…」「この部分に大きな問題点

がある」といった意見が積極的に出される。

一方、中学校の段階になると、「もっとひどい書き込

みの電子掲示板がたくさんあるから、この程度では特

に問題とは思わない」といった意見が多く出された。

つまり、中学校の段階になると、「罵倒、誹謗・中傷

的な書き込み」はネット利用の日常的なものであり、

それをいまさら授業でどこが問題だと言われても、感

覚的な実感が持てないという。言葉を変えると、ネッ

ト上の書き込みというものはそういうものだという

「感覚的な麻痺」に陥っている可能性が高い。

これは発達段階にもよるが、常に「こういったこと

を書くことはおかしい、問題だ」ということを指摘し、

児童生徒らの感覚を養う必要性があると考えられる。

日常的に裏サイト系の問題ある書き込み、誹謗中傷、

罵倒の書き込みを読み、それがそのまま放置されてい

る＝社会通念上特に問題とは思わないといった図式が

成立していく。大人が手をこまねいている間に、子ど

もたちの感覚が麻痺している状態は否めない。

ケータイを所持し、個人的なネットアクセスができ

るようになったとき、最も多く利用するのがアンダー

グラウンドなサイトだったという場合も多い。これは、

著作権の侵害に関しても同様である。著作権について

意識し出す頃には、既に著作権を遵守するための規範

意識が崩壊してしまっている場合も多い。

６．２ 「多数派」をターゲットにした授業設計

先の実態調査からは、コミュニケーションの相手と

してネット上の知り合いがいる割合、出会い系サイト

で実際に会ったことがある割合、個人情報への配慮が

欠けていると考えられる割合が一定数あることを指摘

したが、全体としての割合は低い。

情報モラル授業実践の多くは、こういった少数派へ

の注意喚起系の事例が多く、大多数は、既に「絶対に

アクセスしない」と断言しているため、こういった少

数派への指導を中心に据えた授業実践の効果は薄くな

る。この場合は、集団で学ぶ意義を交えて、助け合い

の精神を持って行うアプローチが必要であると考えら

れる。つまり、ネットトラブルを解決するためには、

当事者間の問題ではなくて、第３者の役割が非常に大

きいという認識を持たせることができるかといった点

にかかってくる。大多数の「既にネットの危険性が周

知されている層」や「適切な利用者」に、いかに当事

者意識を持たせるかが大きなポイントとなる。

６．３ 「注意喚起」「危険性周知」ではないアプローチ

アンケート調査の結果、生徒たちが求めているケー

タイに関する授業の内容は、ケータイ利用に関する危

険性の周知ではなくて、ケータイを情報機器として日

常生活や学習に有効的に活用するための方法であっ

た。

本来、ケータイは「文明の利器」であり、その高度

な技術力や豊富な機能を利用した利便性の向上は称賛

されるべきものであると考えられる。しかし、そういっ

たアプローチは学校内では一切されていない。ツール

としての素晴らしさは認めた上で、その誤った使い方

をするユーザーの責任を厳しく問うような指導が必要

ではないかと考えられる。

また、「出会い系サイト」というのは、アンダーグラ

ウンドなサイトばかりではない。同じ趣味を共有した

り、単に現実世界と違う世界へ「トリップ」したいと

いった願望で、ネット上のもう一人の自分を演じると

いったことを楽しんでいる場合もある。よって、「ネッ

トの出会い」を全て禁じるような指導は、それを日々

利用している生徒ほど「そっぽを向く」ことは確実で

ある。犯罪的な事例を出して、こういうことになるか

ら危険だ、利用してはいけないといった指導は、生徒

間のニーズとしては非常に低いことは統計的にはっき

りとしている。

まずは、その機能や有効性を認め、なぜこれほど多

くの利用者を集めるのかといった点を把握する必要が

ある。その上で、不適切な使い方とはどういったもの
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か、危険性はどの程度なのかを認識し、児童生徒に伝

えていくといったステップを踏むことが重要である。

６．４ コンピュータとケータイの垣根を越えた指導

現在、小学校でもコンピュータによる「情報検索」

や「文書作成」、デジタルカメラの活用などは多くの学

校で実施されている。また、中学校技術・家庭科の「情

報とコンピュータ」の時間には、さらに専門的にコン

ピュータの利用方法について学び、その中で、情報モ

ラルに関する指導も実施されているはずである。

今やコンピュータとケータイとの機能的な差はほと

んどないと言ってもいい。コンピュータ教室における

インターネット利用の指導の際、デジタルカメラをは

じめとする周辺機器や各種アプリケーションを利用す

る際にも、ケータイでの利用も想定した授業内容を盛

り込む必要があると考えられる。

「ネットや情報機器の利用には明暗があることを指

導すべき」とよくいわれるが、だからこそ「暗」の部

分から入るのではなくて、「明」の部分を前面に出して、

その対比として「暗」の部分を指導するという指導体

制が理想的ではないだろうか。つまり、「正しいネット

や情報機器の使い方」を日常的な教科学習に沿った形

式で学び、その指導の際の前提や学習の流れの中で情

報モラルを習得するといったスタンスが必要であると

考えられるのである。

本来はまず、適切で有効的な利用方法、暮らしを便

利に豊かにするケータイやインターネットについて理

解した上で、その反面で「暗」もしくは「負」の部分

の指導に入るほうが自然であると考えられる。現在の

情報モラル指導のはじまりは、「暗」と「負」を先に強

調し、これに終始してしまっている面はないだろうか。

こういった事情が連続することで、実態調査にもあっ

たように、「学校がネットトラブルの相談対象とならな

いこと」や「情報モラルの授業を受けたくない」といっ

た思いにつながるのではないかと考えられる。

６．５ 「相談相手」として信頼されるために

ネットトラブルを抱えた際の相談相手として、学校

の教員が存在感を示すためには、相談相手として頼る

ことができるかといった点にかかっている。児童生徒

から、頼りにされるためには、ケータイやネット利用

に関する知識や操作技能で児童生徒らを上回る必要性

がある。必ずしもオンラインゲームやブログ、プロフ

といったものに詳しくなくとも、そういったトラブル

への対処方法を知っているもしくはトラブルの事例を

把握しているだけでもいい。大人として豊富な知識や

経験、対処方法への理解を、児童生徒らに示し、いざ

というときに頼りになる存在であることを印象付けて

おく必要があると考えられる。情報モラル指導用教材

や研修用資料等が豊富に提供されている現在、教師側

が学ぶといったハードルはそれほど高いものではない

はずである。

７．最後に

現在の日本は、ＩＴ立国として「情報化社会」を受

け入れ、その各種サービスに甘受しながら暮らしてい

る。よって、その時代に対応した教育が求められてい

ることは確実である。

しかし、ほとんどの学校では情報モラル教育は実施

されていないし、そういったカリキュラムも構築され

ていない。実施しているという学校でも、ネットの危

険性を伝達しているだけの場合が多い。

逆にいえば、大人から教えられずとも、“大多数の子

どもたち”は適切な利用をおこなっており、高機能な

ツールを使いこなしている。一部の不適切な使い方を

する者もいるが、これは大人も同様である。マナー面

に関しても、大人が電車や公共の場で子どもらの見本

となる利用をしているかというとそうでもない。

適切に活用している子どもたちを認め、褒める場を

設ける機会があってもいいと考えられる。これが、情

報モラル指導の時間の中に設定されてもいいだろう。

先に述べた情報モラル指導のための「出前授業」に

おける子どもたちの発言や感想から浮かび上がるの

は、常識を持った可能性に満ちた子どもたちの姿であ

る。

もちろん、そうでない多くの問題を抱えた学級も個

人も多く存在することは確かであるが、一部の不適切

な利用者のために、多くの適切な利用者が埋もれてし

まっている事実にも目を向ける必要があるだろう。

しかし、本論の実態調査結果からは、大人と生徒ら

の意識的な乖離が明らかになり、双方の要求も噛み

合っていない。やはり、教育現場で前提として根強い

のは「ケータイ不要論」と「ケータイ悪玉論」であり、

情報モラル指導の段階で噴出するのが「寝た子を起こ

す」議論である。また、「保護者が買い与えなければい

い。家庭の問題だ」という論調も強い。ケータイを所

持してそれでトラブルを生じさせているのはそういっ

た機器が子どもらに身近に存在するからであり、企業

や政策が間違っているという議論もある。

但し、現状では、教育現場で、上記のような論を展

開しても何も変わらず逆に問題が深刻化する場合もあ

る。「持たせない運動」などは形骸化し機能しないこと

は先例が証明している。そもそもケータイそのものは

悪意のあるツールではなく、実社会においても、刃物

や自動車と同じく、危険性は認めながらも生活必需品

の地位を得ている（但し、子どもが個人所有するといっ

た想定はこれまでなされなかった）。そして、学習指導

要領に指導の必要性が記述され、社会的にも情報モラ

ル教育のニーズが叫ばれている。

こういった状況を踏まえ、今回の高校生の実態調査

の結果と照らし合わせても、その前段階（小・中学校）

における「情報モラル教育」の必要性は明白であり、

情報モラル教育の具体化（授業計画・設計、カリキュ

ラムの構築等）を急がなければならない。
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８．今後の展望

今回の実態調査では、まだ単純集計をおこなったに

過ぎず、男女別や所有経過年別など、詳細な分析には

至っていない。クロス集計を実施したり、設問間の相

関を調査するなど更にデータの分析を進め、実態把握

に努めたい。また、今回は実態調査を受け、情報モラ

ル授業を設計する諸条件を挙げただけであり、具体的

に学習効果の高いと考えられる実践事例の提案にまで

は至っていない。まずは、情報モラル教育の重要性・

必要性を説くことで本論の目的は一応達成したと考え

ている。今後は、小・中学校の道徳で実施できる単発

的な授業実践事例の考案、そして教科内で指導できる

学習場面の抽出などをおこないたいと考えている。

※当報告は、和歌山大学教育学部附属教育実践総合セ

ンター「教育の情報化に関する授業研究プロジェク

ト」の取り組みの一端をまとめたものである。協力

いただいた各校に感謝するとともに、今後の実践的

検証にご協力をお願いしたい。

※１ 本論では、現行の携帯電話を、「“通話もできる”

高機能なモバイル情報端末」として捉えるため

に、「ケータイ」と記述する。
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